
の目的に従って行使することをいいます（12ページ：Ⅱの１⑵参照）が、 次の場合には、 課税文

書の作成があったものとみなされます。

③



の目的に従って行使することをいいます（12ページ：Ⅱの１⑵参照）が、 次の場合には、 課税文

書の作成があったものとみなされます。

③

付けたもので、客観的に見て課税文書ではないことが明らかな場合には、この税務署長の確
認を受けることなく、郵便局で交換することができます。詳しくは、最寄りの郵便局にお尋
ねください。

されることとなります（法20①）。

　また、貼り付けた印紙を所定の方法によって消さなかった場合には、消されていない印紙の額

面金額と同額の過怠税が徴収されることとなっています（法20③）。

が

（法20②）。

ください（法人税法55④一、所得税法45①三）。

３ ２ ３



⑮関係

「印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書」記載例 



⑮関係

「印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書」記載例 

日中に連絡のとれる電話番号を記載します。

等

（できるだけ郵送での提出をお願いします）

印紙を

返却要・返却不要

月日を記載します。

　左記⑧「区分」欄に「２」と記載した場合にのみ、

その税印押なつ又は印紙税納付計器使用請求する

ために納付した印紙税額を記載します。

　文書の返却が必要な場合は返却要欄に、不要な

場合は返却不要欄に「○」を記載します。

　また、文書の返却が必要な場合で、文書の返却先

が③「住所」と異なる場合には、⑲「参考事項」の文

書の返却先住所、担当連絡先も記載してください。

　印紙税の納税地が③「住所」と異なる場合、納税

地を記載します。納税地は②「提出先」の区分とな

ります。


